
議案第１２８号 

 

 

専決処分（大田市税条例の一部を改正する条例制定）の承認に

ついて 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれ

を報告し、承認を求める。 

 

 

令和５年６月１２日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   

 

専決事項 

 

大田市税条例の一部を改正する条例 

 

専決年月日  令和５年３月３１日 
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（参考資料） 

 

地方自治法（抜粋） 

 

〔長の専決処分〕 

第１７９条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第１１３条

ただし書の場合においてなお会議を開くことができないとき、普通

地方公共団体の長において議会の議決すべき事件について特に緊急

を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかである

と認めるとき、又は議会において議決すべき事件を議決しないとき

は、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき事件を処分する

ことができる。ただし、第１６２条の規定による副知事又は副市町

村長の選任の同意及び第２５２条の２０の２第４項の規定による第

２５２条の１９第１項に規定する指定都市の総合区長の選任の同意

については、この限りでない。 

２ 略 

３ 前２項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、

次の会議においてこれを議会に報告し、その承認を求めなければな

らない。 

４ 略 
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専決第２号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、大田市税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和５年３月３１日 

 

大田市長  楫 野 弘 和   

 

大田市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

令和５年３月３１日 

 

大田市長  楫 野 弘 和   

 

大田市条例第  号 

大田市税条例の一部を改正する条例 

大田市税条例（平成１７年大田市条例第５４号）の一部を次のよう

に改正する。 

第４６条中「第５号の１５様式」の次に「又は第５号の１５の２様

式」を加え、「によって」を「により」に改める。 

第４８条第１項及び第５項中「第２２号の４様式」の次に「又は第

２２号の４の２様式」を加える。 

第５０条第１項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の４

の２様式」を加え、同条第２項中「においては」を「には」に改める。 

第９８条第１項及び第５項並びに第１０１条第１項中「第３４号の

２の５様式」の次に「又は第３４号の２の５の２様式」を加える。 

附則第８条第１項中「令和６年度」を「令和９年度」に改める。 

附則第１０条中「、第６３条又は第６４条」を「又は第６３条」に、
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「、第６３条若しくは第６４条」を「若しくは第６３条」に改める。 

附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第１５項」を「附則第１

５条第１４項」に改め、同条第４項中「附則第１５条第２２項」を「

附則第１５条第２１項」に改め、同条第５項中「附則第１５条第２３

項第１号」を「附則第１５条第２２項第１号」に改め、同条第６項中

「附則第１５条第２３項第２号」を「附則第１５条第２２項第２号」

に改め、同条第７項中「附則第１５条第２３項第３号」を「附則第１

５条第２２項第３号」に改め、同条第８項中「附則第１５条第２４項

第１号」を「附則第１５条第２３項第１号」に改め、同条第９項中「

附則第１５条第２４項第２号」を「附則第１５条第２３項第２号」に

改め、同条第１０項中「附則第１５条第２６項第１号イ」を「附則第

１５条第２５項第１号イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第

２６項第１号ロ」を「附則第１５条第２５項第１号ロ」に改め、同条

第１２項中「附則第１５条第２６項第１号ハ」を「附則第１５条第２

５項第１号ハ」に改め、同条第１３項中「附則第１５条第２６項第１

号ニ」を「附則第１５条第２５項第１号ニ」に改め、同条第１４項中

「附則第１５条第２６項第２号イ」を「附則第１５条第２５項第２号

イ」に改め、同条第１５項中「附則第１５条第２６項第２号ロ」を「

附則第１５条第２５項第２号ロ」に改め、同条第１６項中「附則第１

５条第２６項第２号ハ」を「附則第１５条第２５項第２号ハ」に改め、

同条第１７項中「附則第１５条第２６項第３号イ」を「附則第１５条

第２５項第３号イ」に改め、同条第１８項中「附則第１５条第２６項

第３号ロ」を「附則第１５条第２５項第３号ロ」に改め、同条第１９

項中「附則第１５条第２６項第３号ハ」を「附則第１５条第２５項第

３号ハ」に改め、同条第２０項中「附則第１５条第２９項」を「附則

第１５条第２８項」に改め、同条第２１項中「附則第１５条第３３項

」を「附則第１５条第３２項」に改め、同条第２２項中「附則第１５

条第３４項」を「附則第１５条第３３項」に改め、同条第２３項中「

附則第１５条第３９項」を「附則第１５条第３８項」に改め、同条第

２４項中「附則第１５条第４３項」を「附則第１５条第４２項」に改

め、同条第２５項中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第４
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３項」に、「割合は、」を「割合は」に改め、同条第２７項を次のよ

うに改める。 

２７ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する市町村の条例で定め

る割合は３分の１とする。 

附則第１０条の３第１３項を同条第１４項とし、同条第１２項中「

附則第７条第１３項」を「附則第７条第１７項」に改め、同項を同条

第１３項とし、同条第１１項の次に次の１項を加える。 

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係

る区分所有に係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとす

る者は、当該特定マンションに係る同項に規定する工事が完了した

日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第７条第１６項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴ 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（

個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又

は名称） 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

⑷ 当該工事が完了した年月日 

⑸ 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出す

る場合には、３月以内に提出することができなかった理由 

附則中第１５条の２を削り、附則第１５条の２の２を附則第１５条

の２とする。 

附則第１５条の６第３項を削る。 

附則第１６条第１項中「第８項」を「第４項」に改め、同条第２項

中「令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで」を「令和４年４

月１日から令和８年３月３１日まで」に、「令和３年度分」を「、当

該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に改め、同

条第３項から第６項までを削り、同条第７項中「附則第３０条第７項

」を「附則第３０条第３項」に、「３輪以上のガソリン軽自動車」を

「３輪以上の法第４４６条第１項第３号に規定するガソリン軽自動車
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（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。）」に

改め、「、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３

月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分

の軽自動車税の種別割に限り」を削り、「令和５年３月３１日」を「

令和８年３月３１日」に、「令和５年度分」を「、当該初回車両番号

指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に、「第３項の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句」を「同条第２号ア(イ)中「３，９００円」とあるのは

「２，０００円」と、同号ア(ウ)ａ中「６，９００円」とあるのは「

３，５００円」」に改め、同項を同条第３項とし、同条第８項中「附

則第３０条第８項」を「附則第３０条第４項」に改め、「、当該ガソ

リン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別

割に限り」を削り、「令和５年３月３１日」を「令和７年３月３１日

」に、「令和５年度分」を「、当該初回車両番号指定を受けた日の属

する年度の翌年度分」に、「第４項の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句」を「

同条第２号ア(イ)中「３，９００円」とあるのは「３，０００円」と、

同号ア(ウ)ａ中「６，９００円」とあるのは「５，２００円」」に改

め、同項を同条第４項とする。 

附則第１６条の２第１項中「第８項」を「第４項」に改める。 

附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和５年度」を「令和８年

度」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の大田市税

条例（次条第２項において「新条例」という。）の規定中固定資産

税に関する部分は、令和５年度以後の年度分の固定資産税について

適用し、令和４年度分までの固定資産税については、なお従前の例
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による。 

２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この

項において「適用期間」という。）内に地方税法等の一部を改正す

る法律（令和３年法律第７号）附則第１条第４号に掲げる規定によ

る改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第６４条に

規定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」とい

う。）が取得（同条に規定する取得をいう。以下この項において同

じ。）をした同条に規定する特例対象資産（以下この項において「

特例対象資産」という。）（中小事業者等が、同条に規定するリー

ス取引（以下この項において「リース取引」という。）に係る契約

により特例対象資産を引き渡して使用させる事業を行う者が適用期

間内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する特例対象資

産を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における

当該特例対象資産を含む。）に対して課する固定資産税については、

なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取

得されたこの条例による改正前の大田市税条例附則第１５条の２及

び第１５条の６第３項に規定する３輪以上の軽自動車に対して課す

る軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第１６条の規定は、令和５年度以後の年度分の軽自動

車税の種別割について適用し、令和４年度分までの軽自動車税の種

別割については、なお従前の例による。 
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大田市税条例の一部改正に関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

地方税法等の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

⑴ 市民税関係 

ア 地方税統一ＱＲコード等を用いた収納に対応できるように地方税法施行

規則に様式が追加されたことに伴い所要の改正を行う。 

（第４６条、第４８条、第５０条） 

 

イ 租税特別措置法第２５条に定める免税対象飼育牛の売却による事業所得

について市民税の所得割を免除する特例の適用年度を３年間延長し、令和

９年度までとする。 

（附則第８条） 

 

ウ 優良住宅地の造成等のための土地等の譲渡について、課税長期譲渡所得

が２千万円以下の場合、税率を４％（本則５％）等とする特例の適用年度

を３年間延長し、令和８年度までとする。 

（附則第１７条の２） 

 

⑵ 固定資産税関係 

ア 地方税法附則第６４条（新型コロナウイルス感染症等に係る先端設備等

に該当する家屋及び償却資産に対する固定資産税の課税標準の特例）を削

除する法改正に伴い、関係条項の改正を行う。 

（附則第１０条、附則第１０条の２） 

 

イ 一定の要件を満たすマンションについて、長寿命化に資する大規模修繕

工事を実施した場合に、当該工事が完了した翌年度分の建物に係る固定資

産税額の３分の１を減額する措置を創設する。併せて、この措置を受けよ

うとする者がすべき申告についての規定を追加する改正を行う。 

（※令和５年４月１日から令和７年３月３１日までの間に実施した工事が
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対象。税額の減額は１戸あたり１００㎡相当分を上限とする。） 

また、引用条項の移動に伴い、条文の項番号を改める。 

（附則第１０条の２、附則第１０条の３） 

 

⑶ 軽自動車税関係 

ア 軽自動車税の環境性能割に関する臨時的軽減措置（税率の１％分を軽減

）に係る規定を削除する法改正に伴い、関係条項の改正を行う。 

（附則第１５条の２、附則第１５条の６） 

 

イ 軽自動車税の種別割に関するグリーン化特例の適用年度を３年間延長し、

令和８年度までとする。（※２５％軽減対象車は、２年間延長し令和７年

度まで。） 

また、条項ずれに対応する改正を行う。 

（附則第１６条、附則第１６条の２） 

 

 

 

 

⑷ 市たばこ税関係 

地方税統一ＱＲコード等を用いた収納に対応できるように地方税法施行規

則に様式が追加されたことに伴い所要の改正を行う。 

（第９８条、第１０１条） 

 

３ 施行期日 

令和５年４月１日から施行する。 

※グリーン化特例：環境負荷の少ない車両について、新車に係る翌年度の種別割の

税率を、燃費性能等に応じて７５％から２５％軽減するとともに、初回新規登録

から一定年数を経過した車両の税率を２０％重くする制度。 
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議案第１２９号 

 

 

専決処分（大田市都市計画税条例の一部を改正する条例制定）

の承認について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれ

を報告し、承認を求める。 

 

 

令和５年６月１２日提出 

 

 

大田市長 楫 野 弘 和   

 

専決事項 

 

大田市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

専決年月日  令和５年３月３１日 
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（参考資料） 

 

地方自治法（抜粋） 

 

〔長の専決処分〕 

第１７９条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第１１３条

ただし書の場合においてなお会議を開くことができないとき、普通

地方公共団体の長において議会の議決すべき事件について特に緊急

を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかである

と認めるとき、又は議会において議決すべき事件を議決しないとき

は、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき事件を処分する

ことができる。ただし、第１６２条の規定による副知事又は副市町

村長の選任の同意及び第２５２条の２０の２第４項の規定による第

２５２条の１９第１項に規定する指定都市の総合区長の選任の同意

については、この限りでない。 

２ 略 

３ 前２項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、

次の会議においてこれを議会に報告し、その承認を求めなければな

らない。 

４ 略 

-11-



専決第３号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より、大田市都市計画税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

する。 

 

令和５年３月３１日 

 

大田市長  楫 野 弘 和   

 

大田市都市計画税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

令和５年３月３１日 

 

大田市長  楫 野 弘 和   

 

大田市条例第  号 

大田市都市計画税条例の一部を改正する条例 

大田市都市計画税条例（平成１７年大田市条例第５６号）の一部を

次のように改正する。 

附則第２項（見出しを含む。）中「附則第１５条第１５項」を「附

則第１５条第１４項」に改める。 

附則第３項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３３項」を「附

則第１５条第３２項」に改める。 

附則第４項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３４項」を「附

則第１５条第３３項」に改める。 

附則第５項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３９項」を「附

則第１５条第３８項」に改める。 

附則第６項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４４項」を「附
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則第１５条第４３項」に改める。 

附則第１５項中「第１０項、第１４項から第１８項まで、第２０項、

第２１項、第２５項、第３２項から第３６項まで、第３９項、第４０

項若しくは第４４項」を「第９項、第１３項から第１７項まで、第１

９項、第２０項、第２４項、第３１項から第３５項まで、第３８項、

第３９項、第４３項若しくは第４６項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の大田市都市計

画税条例（以下「新条例」という。）の規定は、令和５年度以後の

年度分の都市計画税について適用し、令和４年度分までの都市計画

税については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の日から地域公共交通の活性化及び再生に関する

法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第   号）附則第１

条第２号に掲げる規定の施行の日の前日までの間における新条例附

則第１７項の規定の適用については、同項中「、第４３項若しくは

第４６項」とあるのは、「若しくは第４３項」とする。 
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大田市都市計画税条例の一部改正に関する説明資料 

 

１ 改正の理由 

 

地方税法の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

 

固定資産税等の課税標準の特例の見直しによる引用条項の移動等に

伴い、都市計画税の課税標準額を規定する条文の項番号を改める。 

（附則第２項から第６項まで、附則第１５項） 

 

３ 施行期日 

 

令和５年４月１日から施行する。 
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